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1）政策科学については，さしあたり，宮川［1995］，太田［2003］などを参照。 
第 44巻 第 1号   『立命館経営学』   2005年 5月 

































































                                                          
 4）こうした見地からの近年日本の労働問題の概況は，三好［2003］において簡潔に描写されている。また，『経
済』編集部編［2004］も参照。 








































































等の「心の病」が 30代を中心に増加傾向にあると，約 6割の企業が回答した（同，91～93ページ）。 
































































































































































                                                          
18）Mondy et al.［2005］は，8篇 15章構成のうちの第 2篇第 2章で社会的責任，企業倫理，第 3章で男女平
等など法的規制をとりあげている。1920 年代生成時のアメリカ人事管理論（規範的な性格のもの）において
は，効率の論理と従業員の福祉（well-being）を調整することが人事管理の中心任務とされた。ちなみに，人
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大学出版局，Alfie Kohn［1992］，NO CONTEST:The Case Against Competition (Revised Edition), 
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International. 
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